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	義務化への対応、準備はできていますか？
	令和８年１０月１日から 『カスタマーハラスメント対策』                                             が義務化されます!
	事業主は、以下の措置を必ず講じなければなりません。 （太字は、他のハラスメントで講ずべき措置とは異なる内容のものです。）
	　①事業主の方針等の明確化 　　及びその周知・啓発
	　③事後の迅速かつ適切な対応
	　②相談体制の整備
	　④対応の実効性を確保するために必要な 　　カスタマーハラスメントの防止のための措置
	⑧特に悪質と考えられるカスタマーハラ スメント 　への対処の方針をあらかじめ定め、労働者に 　周知し、当該対処を行 うことができる体制を 　整備する


	　⑤そのほか併せて講ずるべき措置
	義務化への対応、準備はできていますか？

	令和８年１０月１日から 『求職者等に対する 　　セクシャルハラスメント対策』                                           　　が義務化されます!
	事業主は、以下の措置を必ず講じなければなりません。 （太字は、他のハラスメントで講ずべき措置とは異なる内容のものです。）
	　①事業主の方針等の明確化 　　及びその周知・啓発
	③求職活動等に関するルール（※）をあらかじめ 　明確化し、労働者及び求職者等に周知・啓発する 　※例えば面談時間及び場所の指定、実施体制、 　　やり取りに用いるSNSの種類の指定等、面談 　　等を行う際の規則等

	　②相談体制の整備
	　③事後の迅速かつ適切な対応
	　④そのほか併せて講ずるべき措置



